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１ 成年後見制度利用支援事業について

○ 成年後見制度利用支援事業は、成年後見制度を利用することが有用であると認められる認知症高齢者、知的障害者及

び精神障害者で、成年後見制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると

認められるものに対し、成年後見制度の申立てに要する経費及び後見人等の報酬の全部又は一部を助成する事業であ

る。
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・ 成年後見制度を利用することが有用であると
認められる高齢者又は障害者で成年後見制度
の利用に要する経費について補助を受けなけ
れば成年後見制度の利用が困難であると認め
られるもの。
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参考：第二期成年後見制度利用促進基本計画（抜粋）

（P16）
Ⅱ 成年後見制度の利用促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策
２ 尊厳のある本人らしい生活を継続するための成年後見制度の運用改善等
（２） 適切な後見人等の選任・交代の推進等

③ 適切な報酬の算定に向けた検討及び報酬助成の推進等

イ 成年後見制度利用支援事業の推進等
・低所得の高齢者・障害者に対して申立費用や報酬を助成する成年後見制度利用支援事
業については、市町村により実施状況が異なり、後見人等が報酬を受け取ることができ
ない事案が相当数あるとの指摘がされている。

・そのため、全国どの地域においても成年後見制度を必要とする人が制度を利用できる
よう、市町村には、同事業の対象として、広く低所得者を含めることや、市町村長申立
て以外の本人や親族による申立ての場合の申立費用並びに後見監督人等が選任される場
合の報酬も含めることなど、同事業の実施内容を早期に検討することが期待される。

・国は、上記の観点から、市町村の成年後見制度利用支援事業の取扱いの実態把握に努
め、同事業を全国で適切に実施するために参考となる留意点を示すなど、全国的に同事
業が適切に実施される方策を早期に検討する。また、上記アにより早期に考え方が整理
されることが期待される適切な報酬の算定に向けた検討と併せて、市町村が行う同事業
に国が助成を行う地域支援事業及び地域生活支援事業についても、必要な見直しを含め
た対応を早期に検討する。
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法人後見養成研修事業（地域生活支援事業 都道府県任意事業）法人後見養成研修事業（地域生活支援事業 都道府県任意事業）
参考：KPI（第二期成年後見制度利用促進基本計画）

KPI※１

（令和6年度末の数値目
標）

令和4年度 令和5年度 令和6年度※２ 令和7年度 令和8年度
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む
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任意後見制度の利用促進

・周知・広報

・適切な運用の確保に関する取組

・全1,741市町村
・全50法務局・
地方法務局

・全286公証役場

―

担い手の確保・育成等の推進

・都道府県による担い手（市民後見人・法人後見実

施団体）の育成の方針の策定

・都道府県における担い手（市民後見人・法人後見

実施団体）の養成研修の実施

・全47都道府県

・全47都道府県

市町村長申立ての適切な実施と成年後見制度
利用支援事業の推進

・都道府県による市町村長申立てに関する研修の実
施

・成年後見制度利用支援事業の推進

・全47都道府県

・全1,741市町村

権利擁護支援の行政計画等の策定推進

・市町村による計画策定、第二期計画に基づ
く
必要な見直し

・全1,741市町村

都道府県の機能強化

・都道府県による協議会設置 ・全47都道府県

※１ KPIは、工程欄の色付き矢印に対応するもの。 ※２ 専門家会議は、令和６年度に、各施策の進捗状況を踏まえ、個別の課題の整理・検討を行う。
※３ 優先して取り組む事項とは、全ての項目に対し、令和６年度までのKPIを設定して推進するもの。

都道府県における担い手（市民後見人・法人後見）の養成研修の実施

都道府県による担い手（市民後見人・法人後見）の育成方針の策定

市民後見人養成
研修カリキュラム
の見直しの検討

関係機関等による周知の継続

全国で適切に実施
する方策の検討

利用状況等を踏まえ、制度趣旨に沿った適切な運用の確保策の検討

市町村、法務局・地方法務局、公証役場等における
リーフレット・ポスターなどによる制度の周知

都道府県による担い手の継続的な確保・育成等

都道府県による市町村長申立てに関する研修の実施 都道府県による研修の継続実施

市町村による計画策定・必要な見直し 策定状況等のフォローアップ

都道府県による都道府県単位等での協議会の設置 都道府県による協議会の継続的な運営

市町村による実施

市町村長申立ての実態等の把握、必要に応じた実務の改善

市町村による適切な実施のための必要な見直し等の検討
※見直しを終えた市町村は、適時その内容に応じて実施
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２ 成年後見制度利用支援事業（高齢者関係）

１．目的

低所得の高齢者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、権利擁護を図ることを目的とする。

２．事業内容

成年後見制度の利用に要する費用及び成年後見制度利用促進のための広報・普及活動の実施に係る費

用を交付する。

（１）成年後見制度の利用に要する費用に対する助成

① 対象者：成年後見制度の利用が必要な低所得の高齢者

② 助成対象経費

・ 成年後見制度の申立てに要する経費（申立手数料、登記手数料、鑑定費用など）
・ 後見人等の報酬

（２）成年後見制度利用促進のための広報・普及活動の実施

① 地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等を通じた、成年後見制度のわかりやすいパンフレット
の作成・配布
② 高齢者やその家族に対する説明会・相談会の開催
③ 後見事務等を実施する団体の紹介等

３．実施主体

市町村（負担割合：国 38.5／100 都道府県 19.25／100 市町村 19.25／100 1号保険料 23／100）

４．令和５年度概算要求額

地域支援事業交付金１，９２８億円の内数
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○ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、市
町村において「地域支援事業」を実施。

○地域支援事業の事業内容 ※金額は積算上の公費 （括弧書きは国費）

（１）介護予防・日常生活支援総合事業
① 介護予防・生活支援サービス事業
ア 訪問型サービス
イ 通所型サービス
ウ その他の生活支援サービス（配食、見守り等）
エ 介護予防ケアマネジメント

② 一般介護予防事業
ア 介護予防把握事業
イ 介護予防普及啓発事業
ウ 地域介護予防活動支援事業
エ 一般介護予防事業評価事業
オ 地域リハビリテーション活動支援事業

（２）包括的支援事業・任意事業
① 包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営
ⅰ）介護予防ケアマネジメント業務
ⅱ）総合相談支援業務
ⅲ）権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）
ⅳ）包括的・継続的マネジメント支援業務
※支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり 等

イ 社会保障の充実
ⅰ）認知症施策の推進
ⅱ）在宅医療・介護連携の推進
ⅲ）地域ケア会議の実施
ⅳ）生活支援コーディネーター等の配置

② 任意事業
介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業、
その他の事業（成年後見制度利用支援事業等）

○地域支援事業の事業費

市町村は、政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画にお

いて地域支援事業の内容、事業費を定めることとされている。

【事業費の上限】

① 介護予防・日常生活支援総合事業

○ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額

② 包括的支援事業・任意事業

○ 「26年度の介護給付費の２％」×「高齢者数の伸び率」

○地域支援事業の財源構成

○ 費用負担割合は、第２号は負担せず、

その分を公費で賄う。

（国：都道府県：市町村＝２：１：１）

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

【財源構成】 【財源構成】

○ 費用負担割合は、居宅給付費の
財源構成と同じ。

１号
２３％

１号
２３％

２号
２７％

都道府県
１２．５％

国
２５％

市町村
１２．５％

市町村

１９．２５％

都道府県

１９．２５％

国
３８.５％

地域支援事業の概要 令和４年度予算額 公費3,856億円、国費1,928億円

1,935億円 （967億円）

1,921億円 （960億円）

うちイ、社会保障充実分
534億円 （267億円）

（財源構成の割合は第７期以降の割合）
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地域支援事業における任意事業の概要

○事業の目的
地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするため、介護保険事業の

運営の安定化を図るとともに、地域の実情に応じた必要な支援を行う。

○事業の対象者
被保険者、要介護被保険者を現に介護する者その他個々の事業の対象者として市町村が認める者。

○事業の内容
地域の実情に応じ、創意工夫を生かした多様な事業形態が可能であり、具体的には以下に掲げる事業を対象。

介護給付等費用適正化事業 家族介護支援事業 その他の事業

利用者に適切なサービスを提供
できる環境の整備を図るとともに、
介護給付等に要する費用の適正
化のための事業を実施。

【主要介護給付等費用適正化事業】

① 認定調査状況チェック
② ケアプランの点検
③ 住宅改修等の点検

④ 医療情報との突合・縦覧
点検

⑤ 介護給付費通知

【その他】

⑥ 給付実績を活用した分析・
検証事業

⑦ 介護サービス事業者等へ
の適正化支援事業

介護方法の指導その他の要介護被保険者
を現に介護する者の支援のため必要な事業
を実施。

① 介護教室の開催
要介護被保険者の状態の維持・改善を
目的とした教室の開催

② 認知症高齢者見守り事業
地域における認知症高齢者の見守り体
制の構築

③ 家族介護継続支援事業
家族の身体的・精神的・経済的負担
の軽減
ア 健康相談・疾病予防事業
イ 介護者交流会の開催
ウ 介護自立支援事業
・ 家族を慰労するための事業（慰労金）
・ 介護用品の支給（H26年度に実施して
いる保険者のみ）

介護保険事業の運営の安定化及び被保
険者の地域における自立した日常生活の
支援のため必要な事業を実施。

① 成年後見制度利用支援事業
② 福祉用具・住宅改修支援事業
③ 認知症対応型共同生活介護事

業所の家賃等助成事業
④ 認知症サポーター等養成事業
⑤ 重度のＡＬＳ患者の入院におけ

るコミュニケーション支援事業
⑥ 地域自立生活支援事業
ア 高齢者の安心な住まいの確保に資
する事業

イ 介護サービスの質の向上に資する
事業

ウ 地域資源を活用したネットワーク形
成に資する事業 （配食・見守り等）

エ 家庭内の事故等への対応の体制整

備に資する事業
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在宅医療・介護連携推進事業

認知症総合支援事業

生活支援体制整備事業

地域ケア会議推進事業

（国費計267億円）

地域支援事業の上限額

総合事業
［介護予防・日常生活
支援総合事業］

（国費967億円）

○ 地域支援事業は、事業の上限額（交付金の交付上限額）が定められている。

○ 上限額は、各市町村ごとに算定され、市町村はその額の範囲内で事業の実施が可能となっている。

※ 平成26年度までは、介護給付費の額に連動して上限額が高くなる仕組みとしていたが、総合事業の創設

等を踏まえ、各事業の実施に必要な経費を確保し、その円滑な実施を進める観点から、本取扱へ移行。

移行前年度の予防給付等実績額

× 75歳以上高齢者の伸び率 など

各事業の個別上限算定式

（合計額の中で柔軟な実施が可能） など

包括的支援事業

（地域包括支援センター運営費）

任意事業

（介護給付費適正化事業、家族介護支援事業

その他の事業（成年後見制度利用支援事業等））

（国費計693億円）

平成26年度の上限 ×

65歳以上高齢者の伸び率 など

地域支援事業

上限額 上限額 上限額

※ 金額は令和４年度予算のもの。 8



助成制度の実施状況（高齢者関係）

①成年後見制度の利用に係る申立費用や報酬の助成制度を設けている自治体数
※1,741自治体から

回答

時点 助成制度あり なし
申立費用及び報酬

両助成あり
申立費用
助成のみ

報酬助成
のみ

令和３年４月１日 1,690 1,575 16 99 51

令和２年４月１日 1,660 1,508 25 127 81

平成31年４月１日 1,658 1,509 32 117 83

②申立費用や報酬の助成対象の状況（自治体数）

時点
申立者別 類型別 資力別

市町村長 本人 親族 その他 後見 保佐 補助 生活保護
のみ

生活保護
以外も可

令和３年４月１日 1,688 1,069 1,039 884 1,689 1,674 1,671 23 1,667

令和２年４月１日 1,640 871 832 662 1,655 1,624 1,620 71 1,588

平成31年４月１日 1,658 813 781 636 1,658 1,613 1,604 83 1,575

※助成制度がある

自治体から回答

③申立費用や報酬の助成実績（件数）

時点
申立費用
の助成

報酬助成

令和2年度 4,619 11,128 

令和元年度 4,009 10,038 

平成30年度 3,777 8,325 9



成年後見制度における市町村長申立の適切な実施及び成年後
見制度利用支援事業の推進に関する調査研究事業

１．事業名

令和４年度厚生労働省老人保健健康増進等事業
「成年後見制度における市町村長申立の適切な実施及び成年後見制度利用支援事業の推進に関する調査研究事業」

３．事業概要

全国どの地域においても、成年後見制度を必要とする人が制度を利用できるようにするため、「市町村長申立て」の適
切な実施や「成年後見制度利用支援事業」の積極的な実施が重要である。しかし、市町村長申立ての実施状況や、成年後
見制度利用支援事業の運用状況については、市町村間で格差があるとの指摘がある。そのため、本事業では、以下につい
て取り組む。
①「市町村長申立て」について
• 全国の市町村長申立ての実施状況や支障事例等の把握
• 好事例のとりまとめ・紹介や、各自治体が参考となるような取組の提案
②「成年後見制度利用支援事業」
• 全国の成年後見制度利用支援事業の実施状況や未実施理由等の把握
• 事業の推進につながる留意事項の整理

２．事業実施団体

一般財団法人日本総合研究所

４．検討体制 学識者 山城一真教授（早稲田大学） ※座長

専門職 弁護士、司法書士、社会福祉士

自治体 都道府県、指定都市、中核市、町村

オブザーバー 厚生労働省老健局、社会・援護局、最高裁判所事務総局家庭局
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成年後見制度における市町村長申立の適切な実施及び成年後
見制度利用支援事業の推進に関する調査研究事業

５．事業内容

６．スケジュール

６月：実施団体決定、８月：第１回委員会開催、９～10月：アンケート調査、10～12月：ヒアリング調査、

１月：第２回委員会開催、３月：第３回委員会開催、報告書完成

アンケート
調査

（市町村及び
都道府県）

①市町村アンケート調査
⚫ 目的：市町村長申立てや成年後見制度利用支援事業の実施状況や支障事例、課題等の把握
⚫ 対象：市町村（1,741市町村の高齢福祉担当部署、障害福祉担当部署）
⚫ 内容：

• 地域連携ネットワークの機能を強化するための取組実施状況
• 市町村長申立ての要綱・マニュアル等の整備状況、内容、検討体制、支障事例、課題等
• 成年後見制度利用支援事業の要綱・マニュアル等の整備状況、内容、未実施理由、課題等
②都道府県アンケート調査
⚫ 目的：都道府県による市町村支援の取組状況の把握
⚫ 対象：都道府県（47都道府県の成年後見制度利用促進担当部署）
⚫ 内容：
• 市町村に対する支援内容（相談・助言対応、研修の実施等）
• 市町村間の調整事例

ヒアリング
調査

（市町村及び
都道府県）

①市町村ヒアリング調査
⚫ 目的：市町村長申立ての適切な実施や成年後見制度利用支援事業の推進に向けて、モデル
となり得る市町村の取組等をアンケート調査結果から抽出し、工夫や課題解決に向けたヒン
トを得る。
⚫ 対象：７市町村程度
②都道府県ヒアリング調査
⚫ 目的：市町村支援の取組や調整を行った内容等について、工夫や課題解決に向けたヒント
を得る。
⚫ 対象：５都道府県程度
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３ 成年後見制度利用支援事業（障害者関係）

１．目的
障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる知

的障害者又は精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、これらの障害者の
権利擁護を図ることを目的とする。

２．事業内容
成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の申し立てに要する経費（登記手数料、

鑑定費用等）及び後見人等の報酬等の全部又は一部を補助する。

３．実施主体
市町村（補助率：国１／２以内、都道府県１／４以内）

４．令和５年度概算要求額
地域生活支援事業費等補助金 ５３１億円の内数（令和４年度予算：５０６億円）
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○ 地域生活支援事業 （障害者総合支援法第77条・第77条の2・第78条）
(1) 事業の実施主体である市町村等が、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効果的・効率的な

事業実施が可能である事業
［地域の特性］ 地理的条件や社会資源の状況
［柔軟な形態］ ① 委託契約･広域連合等の活用 ② 突発的なニーズに臨機応変に対応可能

③ 個別給付では対応できない複数の利用者に対応可能

(2) 地方分権の観点から、地方が自主的に取り組む事業（事業の実施内容は地方が決定）

(3) 生活ニーズに応じて個別給付と組み合わせて利用することも可能。
・ 補助率 ※統合補助金
市町村事業：国１／２以内･都道府県１／４以内で補助、 都道府県事業：国１／２以内で補助

○ 地域生活支援促進事業 （平成29年度に創設）
発達障害者支援、障害者虐待防止対策、障害者就労支援、障害者の芸術文化活動の促進等、国として促進すべき事
業について、特別枠に位置づけ、５割又は定額の補助を確保し、質の高い事業実施を図る。
・ 補助率 国１／２又は定額（10／10相当）

障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
地域の特性や利用者の状況に応じ、実施主体である市町村等が柔軟な形態により事業を計画的に実施。

概要

事業内容

地域生活支援事業等について

（※）地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制整備事業（障害分）の対
応分を含む。
・基幹相談支援センター等機能強化事業等分
・地域活動支援センター機能強化事業分

令和５年度要求額：５３１億円（令和４年度予算額：５０６億円）
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（令和５年度要求）地域生活支援事業（市町村事業）

必須事業

1 理解促進研修・啓発事業

2 自発的活動支援事業【拡充】

3 相談支援事業

(1) 基幹相談支援センター等機能強化事業 【拡充】

(2) 住宅入居等支援事業（居住サポート事業）

4 成年後見制度利用支援事業 【拡充】

5 成年後見制度法人後見支援事業【拡充】

6 意思疎通支援事業【拡充】

7 日常生活用具給付等事業

8 手話奉仕員養成研修事業【拡充】

9 移動支援事業

10 地域活動支援センター機能強化事業【拡充】

任意事業

1 日常生活支援

(1) 福祉ホームの運営

(2) 訪問入浴サービス

(3) 生活訓練等

(4) 日中一時支援

(5) 地域移行のための安心生活支援

(6) 相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制確

保

(7) 協議会における地域資源の開発･利用促進等の支援

(8) 地域生活定着支援センターとの連携強化事業

2 社会参加支援

(1) レクリエーション活動等支援

(2) 芸術文化活動振興

(3) 点字・声の広報等発行

(4) 奉仕員養成研修

(5) 複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

(6) 家庭・教育・福祉連携推進事業【拡充】

(7) 障害者芸術・文化祭のサテライト開催事業

3 就業・就労支援

(1) 盲人ホームの運営

(2) 知的障害者職親委託

（参考） 交付税を財源として実施する事業
・ 相談支援事業のうち障害者相談支援事業 ・ 地域活動支援センター基礎的事業
・ 障害支援区分認定等事務 ・ 自動車運転免許取得・改造助成 ・ 更生訓練費給付
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（令和５年度要求）地域生活支援事業（都道府県事業）
必須事業

1 専門性の高い相談支援事業

(1) 発達障害者支援センター運営事業

(2) 高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業

2 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

(1) 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業【拡充】

(2) 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業【拡充】

(3) 失語症者向け意思疎通支援者養成研修事業【拡充】

3 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

(1) 手話通訳者・要約筆記者派遣事業

(2) 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

(3) 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業

4 意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業

5 広域的な支援事業

(1) 都道府県相談支援体制整備事業

(2) 精神障害者地域生活支援広域調整等事業

(3) 発達障害者支援地域協議会による体制整備事業

任意事業

１ サービス・相談支援者、指導者育成事業

(1) 障害支援区分認定調査員等研修事業

(2) 相談支援従事者等研修事業

(3) サービス管理責任者研修事業

(4) 居宅介護従業者等養成研修事業

(5) 障害者ピアサポート研修事業 【拡充】

(6) 身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業

(7) 音声機能障害者発声訓練指導者養成事業

(8) 精神障害関係従事者養成研修事業

(9) 精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修事業

(10) その他サービス・相談支援者、指導者育成事業

任意事業

2 日常生活支援

(1) 福祉ホームの運営

(2) オストメイト（人工肛門、人工膀胱造設者）社会適応訓練

(3) 音声機能障害者発声訓練

(4) 児童発達支援センターの機能強化

(5) 矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

(6) 医療型短期入所事業所開設支援

(7) 障害者の地域生活の推進に向けた体制強化支援事業

3 社会参加支援

(1) 手話通訳者設置

(2) 字幕入り映像ライブラリーの提供

(3) 点字・声の広報等発行

(4) 点字による即時情報ネットワーク

(5) 都道府県障害者社会参加推進センター運営

(6) 奉仕員養成研修

(7) レクリエーション活動等支援

(8) 芸術文化活動振興

(9) サービス提供者情報提供等

(10) 障害者自立（いきいき）支援機器普及アンテナ事業

(11) 企業ＣＳＲ連携促進

4 就業・就労支援

(1) 盲人ホームの運営

(2) 重度障害者在宅就労促進（バーチャル工房支援）

(3) 一般就労移行等促進

(4) 障害者就業・生活支援センター体制強化等

(5) 就労移行等連携調整事業

5 重度障害者に係る市町村特別支援

6 障害福祉のしごと魅力発信事業

（参考） 交付税を財源として実施する事業
・ 障害児等療育支援事業
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（令和５年度要求）地域生活支援促進事業

都道府県事業

1 発達障害児者地域生活支援モデル事業 13 ギャンブル等依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業

2 かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業 14 「心のバリアフリー」推進事業

3 発達障害者支援体制整備事業【拡充】 15 身体障害者補助犬育成促進事業【拡充】

4 障害者虐待防止対策支援事業 16 発達障害児者及び家族等支援事業

5 障害者就業・生活支援センター事業【拡充】 17 発達障害診断待機解消事業

6 工賃向上計画支援等事業（※）【拡充】 18 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業【拡充】

7 障害者芸術・文化祭開催事業（※） 19 障害者ICTサポート総合推進事業【拡充】

8 強度行動障害支援者養成研修事業（基礎研修、実践研修） 20 意思疎通支援従事者キャリアパス構築支援事業

9 障害福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業 21 地域における読書バリアフリー体制強化事業

10 成年後見制度普及啓発事業【拡充】 22 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業（※）

11 アルコール関連問題に取り組む民間団体支援事業 23
高次脳機能障害及びその関連障害に対する地域支援ネットワーク構築促

進事業【新規】

12 薬物依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業 24
市町村長同意による精神科病院への入院時に都道府県等が行う患者への

訪問支援事業【新規】

（注） （※）の事業は定額（10/10相当）補助を含む。

市町村事業

1 発達障害児者地域生活支援モデル事業 18 発達障害児者及び家族等支援事業

4 障害者虐待防止対策支援事業 23 重度訪問介護利用者の大学修学支援事業

9 医療的ケア児等総合支援事業 26 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業（※）

12 成年後見制度普及啓発事業 27 雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業【拡充】
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助成制度の実施状況（障害者関係）

①成年後見制度の利用に係る申立費用や報酬の助成制度を設けている自治体数
※1,741自治体から

回答

②申立費用や報酬の助成対象の状況（自治体数）
※助成制度がある

自治体から回答

③申立費用や報酬の助成実績（件数）
時点

申立費用
報酬助成

の助成

令和2年度 1,035 4,401

令和元年度 834 3,864

平成30年度 920 3,107

助成制度の実施状況

（自治体数）

時点

助成制度

なし
あり

申立費用及び報酬 申立費用 報酬助成

両助成あり 助成のみ のみ

令和3年4月1日 1,682 1,565 20 97 59
令和2年4月1日 1,650 1,504 30 116 91
平成31年4月1日 1,642 1,496 34 112 99

時点
申立者別 類型別 資力別

市町村長 本人 親族 その他 後見 保佐 補助
生活保護の

み
生活保護以

外も可

令和3年4月1日 1,680 1,063 1,030 893 1,681 1,668 1,666 31 1,651

令和2年4月1日 1,624 855 812 653 1,634 1,598 1,594 77 1,573

平成31年4月1日 1,642 789 756 629 1,642 1,579 1,571 97 1,545
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